
障害福祉サービス事業所等に対する実地指導の概要（令和４年度） 

長野県上田保健福祉事務所福祉課 

１ 実地指導の状況 

サービス事業別 
対象数 実施数 実施割合 

（A） （B） （B／A） 

居宅介護 29 14 48.28% 

重度訪問介護 29 14 48.28% 

同行援護 4 3 75.00% 

行動援護 4 2 50.00% 

重度障害者等包括支援 3 1 33.33% 

短期入所 20 6 30.00% 

療養介護 1 1 100.00% 

生活介護 30 8 26.67% 

自立訓練 7 2 28.57% 

就労移行支援 3 2 66.67% 

就労継続支援Ａ型 6 3 50.00% 

就労継続支援Ｂ型 38 18 47.37% 

就労定着支援 2 2 100.00% 

共同生活援助 26 11 42.31% 

相談支援事業 11 4 36.36% 

自立生活援助 1 1 100.00% 

合計 212 92 43.40% 

児童発達支援センター 2 - - 

児童発達支援 8 6 75.00% 

放課後等デイサービス 21 16 76.19% 

保育所等訪問支援事業 5 3 60.00％ 

居宅訪問型児童発達支援 1 - - 

合計 37 25 67.57% 

 

＊対象数は令和５年３月 31日現在 

 

 



２ 実地指導の結果 

 

主 な 文 書 指 摘 事 項 件  数 

基本方針に関すること 9 

人員に関すること 13 

設備に関すること 5 

報酬に関すること 56 

金銭に関すること 

（会計、預かり金、利用者負担額） 
17 

 
重要事項の説明等 38 

契約支給量（契約内容）の報告等 6 

 

運
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受給資格の確認 8 

給付費等の額に係る通知 14 

個別支援計画 88 

生産活動・就労 0 

工賃の支払・賃金 6 

非常災害対策等 7 

衛生管理等 2 

事故発生時の対応 3 

記録の整備 3 

 勤務体制の確保等 12 

 秘密保持等 24 

 掲示 3 

 サービス提供の記録 25 

 運営規程 13 

 緊急時の対応 8 

 苦情解決 2 

 身体拘束の禁止 45 

 虐待の防止 10 

 管理者の責務 3 

 サービス管理責任者の責務 3 

 変更の届出等 3 

 その他 20 

合計 446 

 

 



３ 主な指導事項 

 

ア 人員に関すること 

＜サービス全般＞ 

・勤務体制の確保について、勤務表を必ず月ごとに作成し、常勤換算の上、人

員配置基準を満たしているか確認する必要があります。 

 

イ 報酬に関すること 

＜サービス全般＞ 

・加算については個別支援計画への位置づけが必要なものがあります。算定前

に確認してください。 

 

＜共同生活援助＞ 

・帰宅時支援加算は、共同生活援助計画に基づき家族等の居宅において外泊し

た場合、利用者の帰省に伴う家族との連絡調整や交通手段の確保を行った場

合に請求できます。連絡調整や支援を行ったことが分かる記録を作成してく

ださい。 

 

＜通所サービス系＞ 

・欠席時対応加算は、算定の都度、利用者等に連絡し当日の様子など、対応内

容を記録してください。また、算定した日については、利用者は他の日中系

事業所が利用できません。 

・初期加算については、利用開始から 30日以内の期間について、事業者が利用

者に対して行うアセスメント等を記録してください。 

 

ウ 金銭に関すること 

＜サービス全般＞ 

・利用者負担額が適正な金額であるか確認してください。 

・事業者が、利用者に対して金銭の支払をもとめることができるのは、その使

途が直接利用者の便益を向上させるものです。 

・事業所での買い物については私的なポイントカードの利用がないようにして

ください。 

 

エ 運営に関すること 

重要事項の説明等 

＜サービス全般＞ 

・重要事項説明書に「第三者評価の有無」を記載してください。掲示について

も併せて更新してください。 

 

給付費等の額に係る通知 

＜サービス全般＞ 

・代理受領の際、給付費の額が利用者に知らされていないケースがありました。



また、実費等の利用者負担額についても通知等をお願いします。 

 

個別支援計画 

＜サービス全般＞ 

・個別支援計画を作成するにあたりアセスメントがされていない事業所、６又

は３月ごとのモニタリングの記録がなく、計画の見直しがされていない事業

所がありました。個別支援計画は、利用者が自立した日常生活を営むことが

できるよう、支援する上での重要な計画ですので、適切な内容となるように

作成してください。 

 

生産活動・就労 

＜就労系事業所＞ 

・施設外就労を実施する場合は請負契約を締結したうえで、個別支援計画や運

営規程への位置付けを行ってください。 

・施設外就労を実施した際は実績を市町村に提出してください。 

・施設外就労へサービス管理責任者は同行しないようにしてください。 

 

工賃の支払・賃金 

＜就労系事業所＞ 

・利用者の技能に応じて工賃に差を設けないようにしてください。 

・工賃は年度ごとに目標水準を設定し、利用者に対して工賃水準と前年度の工

賃の平均額を通知してください。 

 

秘密保持等 

＜サービス全般＞ 

・管理者及び従業者であった者が退職後も正当な理由がなく業務上知り得た利

用者の秘密を漏らすことがないよう、在職中と併せて退職後における秘密保持

義務を就業規則、雇用契約書又は誓約書に明記するなど、必要な措置を講じて

ください。 

 

サービス提供の記録 

＜サービス全般＞ 

・サービス提供記録の利用者の確認について、月ごとにまとめて確認を受けて

いる事業所がありました。サービスの提供をした際は、提供日や内容その他必

要事項を都度記録し、その内容について利用者に都度確認を受けるようにして

ください。 

 

虐待の防止 

＜サービス全般＞ 

・令和４年度より、障害者虐待防止の更なる推進のため下記の取り組みが義務

化されました。運営規程にも虐待防止に関する事項を盛り込む必要があります。 

① 従業者への研修実施 



② 虐待防止のための対策を検討する委員会として虐待防止委員会を設置する

とともに、委員会での検討結果を従業者に周知徹底する 

③ 虐待の防止等のための責任者の設置 

 

身体拘束の禁止 

＜サービス全般＞ 

・身体拘束等の適正化の推進のため、下記の取り組みが義務化されました。下

記の①～④を満たしていない場合には、令和５年度から減算が適用されます。 

① 身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること。 

② 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催すると

ともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

③ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

④ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。 

※虐待防止の取組で身体拘束等の適正化について取り扱う場合には、身体拘束

等の適正化に取り組んでいるものとみなす。 

 

４ 紹介したい取り組み事例 

＜サービス全般＞ 

・地域のイベントへの参加や避難訓練の開催など地域住民との交流を積極的に

行っていました。 

・他の事業所では引き受けが難しいケースや緊急ケースへの対応をし、地域の

中で取りこぼしのないように尽力していました。 

・個別支援計画の見直しについて、６か月毎のアセスメント実施し、かつ、管

理者も６か月毎に別途個別支援計画書を作成し、それらを含めてサビ管が見

直しを実施していました。また、「週間支援計画」というものを時間割のよう

意図で作成し、同時に６か月毎で見直し、配布していました。 

・法人で個別支援計画向上委員会を立ち上げ、各事業所のサビ管等が集まって、

個別支援計画の向上を図っていました。本人の顔写真(笑顔)や、本人の強み・

出来ること等もカラー写真にして個別支援計画に載せていました。 

・年一回、市の歯科衛生士に依頼してブラッシング指導を行い、必要に応じて

受診につなげる等して健康管理支援を行っていました。 

・月１回体重及び腹囲測定実施し、年１回それをグラフ化して利用者へフィー

ドバックしていました。 

 


